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１ 登録申請について 

 

Ｑ１ 移住支援金対象法人となることのメリットはありますか。 

Ａ１ 東京圏からＵ・Ｉターン者を採用した場合、就職した方に移住支援金（世帯:100万円 

単身: 60万円） が支給されますので、求職者への強いアピールになります。 

 

Ｑ２ 毎年度、申請をする必要がありますか。 

Ａ２ 申請は毎年度することは要しませんが、対象法人要件を満たさなくなった場合 

は、すみやかにその旨、ご連絡願います。 

 

Ｑ３ 登録料は必要でしょうか。 

Ａ３ 登録や求人の掲載は無料です。また、移住者に対しての支援金についても、法人

に負担を求めることはありません。 

 

Ｑ４ 既にふくいＵターン就職ネットに登録していますが、移住支援金対象の法人の申

請が必要でしょうか。 

Ａ４ 必要です。押印した登録申請書、履歴事項全部証明書 等を送付願います。 

 

Ｑ５ 現在も、移住支援金の要件を満たす求人情報をふくいＵターン就職ネットに掲載

していますが、改めて求人情報登録が必要でしょうか？ 

Ａ５ 改めての登録は必要ございません。ただし、移住支援金の対象となる求人は「全

面公開」の求人のみです。公開希望が全面公開以外の求人は移住支援対象求人

にはなりませんので、登録変更を行ってください。 

  

Ｑ６ 先行募集（３月６日～３月１５日）以降は法人登録や求人情報の申請を受け付け

ないのでしょうか。 

Ａ６ 先行募集締め切り後も、申請を受け付けます。但し、求人の掲載日が制度開始の

公開時（４月上旬予定）には間に合わない可能性があることについて、ご承知おき

ください。 

 

 

 



Ｑ７ 移住支援金対象法人に登録すると他にどのような手続きが必要になりますか。 

Ａ７ 東京圏からの移住就職者に就業証明書（別添参考）を発行いただく必要があります。

移住就職者より就業証明書発行の依頼があった際は、ご協力お願いします。 

   また、Ｕターンセンターや、県、市町から移住支援金受給者の就業状況について、

確認させていただきますので、ご協力お願いします。 

 

Ｑ８ 移住就業した社員等が移住支援金受給した後、移住支援対象法人が気を付ける

べきことはありますか。 

Ａ８ 移住支援金は申請日より ①1年以内に退職 ②5年以内に転出 した場合等に

支給した移住支援金の全部または一部を返還いただく必要があります。 

   ①の場合は、速やかに県にご報告いただくとともに、②が発生しないよう、県外へ

の転勤等についてご配慮いただきますようよろしくお願いします。 

 


